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１．計画の概要 

（１）趣旨 

わが国では、人口減少や少子高齢化、世帯構造の変化などを背景に、空き家が増加しています。「住

宅・土地統計調査」によれば、平成 25 年時点での全国の空き家数は約 820 万戸、住宅の総数に占め

る空き家の割合（空き家率）は 13.5%と増加傾向にあります。このような傾向は今後も続き、空き家

がさらに増加することが見込まれています。 

空き家は適正に維持管理されないと、倒壊の危険や、周囲の景観及び住環境への悪影響、治安の悪

化などの問題が生じる可能性があることから、空き家に関する問題の予防や解消のための対策に取り

組んでいくことが重要であると考えられます。国ではこのような状況を踏まえ、平成 27 年に「空家

等対策の推進に関する特別措置法」（以下、「空家特措法」という。）を施行し、空き家対策の取組を強

化しています。 

本市が平成 27 年度に実施した「富山市空家基礎調査」では、空き家と見られる家屋が市内に 5,000

件余り把握され、地域によって密度には差がありますが、市内全域に分布していることがわかりまし

た。中には外壁や屋根の破損があるものや、管理状況のよくないものも確認されており、空き家に関

する問題が市内各地で発生していることがうかがえます。市民の安全・安心な暮らしを守るという観

点から、本市においても空き家対策に取り組むことは重要であると考えます。なお、本市の市域は広

く、「都心地区」や中山間地域など、多様な特性を持った地域が含まれることから、地域の特性や状況

に応じた空き家対策の検討が必要となります。 

このような状況を踏まえ、本市では総合的かつ計画的な空き家対策を推進するため、平成 29 年 3

月に「空家特措法」第６条に基づく「富山市空家等対策計画」を策定し、空き家対策の取組を進めて

きました。 

こうした中、その後も空家等の数は増加を続け、令和 2 年度に実施した「富山市空き家実態把握調

査」では、市内に 7,049 件の空き家等を把握し、前回の基礎調査から約 5 年間で 1,300 件超の増加が

判明しました。全国的にも更に空き家等の増加が見込まれることから、総合的な空き家等対策の更な

る強化を図るため、令和 5 年 6 月 14 日に「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する

法律」が公布され、同年 12 月 13 日から同法による改正後の「空家特措法」が施行されました。 

  今後、増加する空き家等がもたらす問題が一層深刻化することが懸念されることから、今回の「空

家特措法」の一部改正を踏まえ、令和 2 年度に実施した調査結果をもとに空き家の状況変化の把握を

行い、空き家の発生の抑制、適切な管理の確保及び除却等の促進に係る取組を推進するため、「富山市

空家等対策計画」を改定します。 
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（２）対象地域 

計画の策定に先立ち平成 27 年度に実施した「富山市空家基礎調査」では、市内の全域に空き家と

見られる家屋が分布していることが把握されたことから、本計画の対象地域は「本市全域」とします。 

なお、市内には「都心地区」、「公共交通沿線居住推進地区」など、本市の進める「コンパクトなま

ちづくり※」に関連する地域のほか、中山間地域など様々な特性を有する地域が存在しています。本

計画においては、それらの地域特性に応じ、適切な対策を推進するものとします 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※「コンパクトなまちづくり」について 

 本市では、今後予想される人口減少や、高齢化の進展などに対応するまちづくり並びに効率的な都市

運営を行うため、鉄軌道をはじめとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業務、文化等の

都市機能を集積させるとともに、まちなか居住の推進による人口回帰を図ることにより、拠点集中型の

「富山型コンパクトなまちづくり」を目指しています。 

   図１ 公共交通を軸とした富山市の都市構造 
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（３）計画期間 

本計画の計画期間は、平成 29 年度～令和 8 年度の 10 年間とします。なお、本市における空き家を

めぐる状況の変化などを踏まえつつ、空き家対策の進捗状況や国の政策動向などを見極め、必要に応

じて本計画の見直しや修正を行います。特に、空き家対策の取組を通じて、空き家をめぐる状況や所

有者の意向がどのように変化したかということを把握するため、定期的な実態調査や、町内会を通じ

た情報収集などを行います。 

また、空き家への対策は本市におけるまちづくり政策の一環として位置づけられることから、「第

２次富山市総合計画（平成 29～令和 8 年度）」や「富山市住生活基本計画（平成 24～令和 3 年度、令

和 4～13 年度）」などの関連計画との整合、連携を図りながら、総合的な空き家対策を推進します。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図２ 本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 本計画の計画期間 

 

 

  

空家特措法 富山市総合計画 

富山市空家等対策計画 

富山市住生活 

基本計画 

【関連計画】 

 ・富山市国土強靭化地域計画 

・富山市立地適正化計画 

 ・富山市環境基本計画 

など 

平成 29～令和 8 年度 

令和 8 年

空き家問題をめぐる状況の変化への 
対応のため、必要に応じ計画を見直す 

平成 29 年

平成 29～令和 8 年度 

 平成 24～令和 3 年度 令和 4 年度～令和 13 年度 

第２次富山市総合計画 

富山市住生活基本計画 

富山市空家等対策計画 
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（４）対象とする空き家 

本計画では、建物のうち、居住者のいない建物であって、別荘・倉庫などとして利用されている建

物や、賃貸・売却のために空き家となっている建物を除く、「その他の空き家」を主な対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 本計画の主な対象とする空き家 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倉庫・物置として利用 

賃貸用の建物 

売却用の建物 

その他の空き家 

建物 居住者のいる建物 

居住者のいない建物 
（空き家） 帰省時の宿泊、別荘等として利用 
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２．現状と課題の整理 

（１）空き家に関する調査の実施 

空家等対策計画の策定に先立ち、統計に基づく空き家の現状把握に加え、空き家の実態調査を行い、

本市における空き家の現状と課題についての把握とともに、経年による状況変化の把握を行いました。 

 

①統計に基づく空き家の現状把握 

本市における空き家の状況を概観するため、統計資料の整理・分析を行いました。総務省「住

宅・土地統計調査」より空き家の戸数の推移を把握し、また、今後の空き家発生を想定する上で

の基礎資料となる将来人口を把握するため、総務省「国勢調査」及び富山市「富山市将来人口推

計報告書」を参照しました。 

 

②空き家の実態調査 

本市における空き家の所在や状態を把握するため、平成 27 年度に「富山市空家基礎調査」を実

施し、また、空き家に関する利活用状況や維持管理状況、今後の利活用意向を把握するため、平

成 28 年度に「富山市所有者意向調査」を実施しました。その後、基礎調査から 5 年が経過したこ

とから、令和 2 年度に経年による空き家の状況変化の把握を目的に「富山市空き家実態把握調

査」を行いました。 

 

表１ 空き家に関する調査の実施 

 調査方法 調査対象 調査項目 

① 統計基づく空き家の

現状把握 

・統計資料の整理・分析 ・住宅・土地統計調査 

（総務省） 

・国勢調査（総務省） 

・富山市将来人口推計報 

告書（富山市） 

・空き家の戸数の推移 

・用途別の空き家の戸数 

・本市の人口・世帯の現 

状と将来 

②  

空き家の実

態調査 

富 山 市 空

家 基 礎 調

査 （ 平 成

27 年度） 

・町内会からの情報提

供、上下水道局が所有

する水道閉栓情報、消

防局が所有する空き

家情報などに基づく

現地調査 

⇒対象家屋に対し、調査 

員による目視（外観） 

などの調査を実施 

・空き家と見られる家屋 

⇒調査の結果、5,736 件 

を把握 

・空き家と見られる家屋 

の把握 

・家屋の状態（腐朽・破

損など） 

・家屋の管理状況（空き 

家となっている期間、 

郵便受けや電気・ガス 

メータなどの状態、ゴ 

ミや雑草の状態など） 
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 富 山 市 所

有 者 意 向

調査（平成

28 年度） 

・郵送によるアンケート 

調査 

（空き家と見られる家

屋の所有者に調査票

を送付） 

・空家基礎調査で把握さ

れた「空き家と見られ

る家屋」のうち、所有

者の判明している家

屋 4,849 件 

⇒うち 2,758 件を回収

（回収率 56.9%）。 

・家屋の基本情報 

・家屋の利活用状況と今

後の利活用意向 

・家屋の維持管理状況 

・家屋の利活用や維持管

理についての困りごと 

 富 山 市 空

き 家 実 態

把 握 調 査

（ 令 和 2

年度） 

・町内会からの情報提供 

・平成 27 年度の調査と

の比較 

・現地調査 

⇒対象家屋に対し、調査 

員による目視（外観） 

などの調査を実施 

・空き家とみられる家屋 

⇒調査の結果、7,049 件 

を把握 

・空き家と見られる家屋 

の把握 

・空き家の増減状況 

・空き家の利活用状況 

・空き家除却後の跡地利 

 用 
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（２）統計に基づく空き家の現状把握 

空き家をめぐる現状を把握するため、国の統計資料に基づいて空き家数の推移を見るとともに、本

市の将来人口推計の結果に基づき、今後本市の人口と世帯がどのように変化していくのかについて整

理します。 

 

①空き家数の推移 

総務省の「住宅・土地統計調査」では、居住世帯のない住宅のうち、「一時現在者のみの住宅※1」

と「建築中の住宅」を除いたものを「空き家」と定義しており、空き家はその用途別に「二次的住

宅※2」、「賃貸用の住宅」、「売却用の住宅」、「その他の住宅※3」と分けられています。なお、「住宅・

土地統計調査」では、共同住宅の空き部屋 1 室についても「1 戸の空き家」とカウントされており、

空き家の「戸数」は建物の数とは一致しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 住宅・土地統計調査における「空き家」 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時現在者のみの住宅 

空き家 二次的住宅 

その他の住宅 建築中の住宅 

賃貸用の住宅 

売却用の住宅 

※1）一時現在者のみの住宅 

昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこにふだん居住している者が一人もい

ない住宅。 

 

※2）二次的住宅 

別荘、もしくはふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、たまに寝泊まり

している人がいる住宅。 
 
※3）その他の住宅 

「二次的住宅」・「賃貸用の住宅」・「売却用の住宅」以外の人が住んでいない住宅。例えば、転勤・入院などの

ため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や、建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など（空

き家としての区分の判断が困難な住宅を含む）。 

住宅 居住世帯のある住宅 

居住世帯のない住宅 
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「住宅・土地統計調査」によれば、平成 30 年の本市の空き家数は 24,230 戸、空き家率は 12.7%

でした（図 6）。平成 25 年と比較し、空き家総数は 4％増加しているものの、空き家率の増加は 0.1％

に止まっています。空き家の用途別戸数については、「賃貸用の住宅」「その他の住宅」が共に増加

となっていますが、その変化の割合は平成 20 年から平成 25 年の変化と比較して小さくなっていま

す（図 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※平成 10 年・平成 15 年については、合併以前の富山市の市域のみの数値となっている 

図６ 富山市の空き家数、空き家率の推移 

資料：「住宅・土地統計調査結果（H30）」（総務省統計局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図７ 富山市の用途別空き家数 

資料：「住宅・土地統計調査結果（H30）」（総務省統計局） 

  

合併前 合併後 

４％増 

５％増 ６％増 

２２％増 １１％減 
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②総人口の将来推計 

「富山市将来人口推計報告書」によれば、本市の総人口は平成 27 年以降減少が進み令和 12 年に

は 40 万人を下回り、令和 47 年には約 31 万人まで減少することが見込まれています。 

世帯数を見ると、現在は増加していますが、今後 5 年～10 年のうちに減少に転じると推計され

ており、人口と世帯数の減少に伴い、住宅の余剰が大きくなることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※昭和 35 年～平成 12 年の数値については、現在の富山市を構成する旧市町村の数値を合計したものとなっている 

図８ 富山市の総人口と世帯数の推移 

資料：昭和 35～平成 27 年「国勢調査結果」（総務省統計局）、 

令和 2 年以降「富山市将来人口推計報告書（令和元年度）」（富山市） 

 
また、高齢者人口（65 歳以上）は増加が続いており、平成 22 年では「4 人に 1 人が高齢者」と

いう状態ですが、令和 22 年には「3 人に 1 人以上が高齢者」となります。高齢化に伴って空き家の

増加が予想されることから、空き家に起因する問題の増加が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※昭和 35 年～平成 12 年の数値については、現在の富山市を構成する旧市町村の数値を合計したものとなっている 

図９ 富山市の高齢者人口（65 歳以上）の推移 

資料：昭和 35～平成 27 年「国勢調査結果」（総務省統計局）、 

令和 2 年以降「富山市将来人口推計報告書（令和元年度）」（富山市） 

世帯数が 
減少に転じる 

推計値（中位推計） 実績値 

推計値（中位推計） 実績値 
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（３）実態調査から把握された本市の空き家の状況 

①富山市空家基礎調査について 

平成 27 年度に実施した「富山市空家基礎調査」では、町内会からの情報提供などに基づいて空

き家と見られる家屋の存在を把握し、目視による状況確認を行いました。この結果、空き家と見ら

れる家屋が 5,736 件確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 本市における空き家と見られる家屋の分布（平成 27 年） 

資料：「富山市空家基礎調査」（富山市） 
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空き家は本市全域に見られますが、都心地区の周辺部など、古くから住宅地として市街地を形成

している地区に特に多く分布していることがわかります。 

 

なお、「富山市空家基礎調査」で状況確認を行った空き家と見られる家屋の中には、外壁や屋根が

破損しているものや、庭木や雑草が繁茂しているもの、敷地内にごみが溜まっているものなど、維

持管理の状況に問題があると見られるものが確認されています。 

 

  
図１１ 外観から腐朽・破損が確認できる空き家の割合 

資料：「富山市空家基礎調査」（富山市） 

 

 

 
図１２ 管理状況が良好でないと見られる空き家の割合 

資料：「富山市空家基礎調査」（富山市） 
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庭木

雑草
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n=5,736
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②富山市空き家実態把握調査について 

令和 2 年度に実施した「富山市空き家実態把握調査」では、空き家と見られる家屋等が 7,049

件確認されました。 

 

図１３ 本市における空き家と見られる家屋の分布（令和 2年） 

資料：「富山市空き家実態把握調査」（富山市） 
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③空き家の分布状況について 

平成 27 年度と令和 2 年度の調査結果を比較し、空き家の増減状況を整理したところ、市全域で

空き家が増加傾向にあり、平成 27 年時点で多かったエリアで増加傾向が見受けられました。 

 

図１４ 空き家分布の増減比較図 

資料：「富山市空き家実態把握調査」（富山市） 
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④空き家の状況変化について 

ア）空き家の総数 

平成 27 年度の調査では、5,736 件の空き家を把握していましたが、令和 2 年度の調査により、

このうち 2,298 件（約 40％）が除却等により空き家ではなくなり、新たに 3,611 件の空き家を把

握しました。よって、富山市内で把握している空き家の件数は 7,049 件となり、前回調査から

1,313 件増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,298 件 

5,736 件 

7,049 件 

1,313 件増加 

    図１５ 空き家総数の経年変化 
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イ）エリア区分 

本市を下記の区分に分け、整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他市街地

郊外・中山間地域

鉄軌道の駅から半径500メートル以内の範囲もしくは、運行頻度の高いバス路線のバス停から300
ｍ以内の範囲で、工業地域及び工業専用地域を除く用途地域が定められている区域

「まちなか」及び「公共交通沿線居住推進地区」以外の用途地域

市街化調整区域や白地地域等

鉄軌道

公共交通沿線居
住推進地区

まちなか 都心地区（約436ha)
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ウ）エリア別空き家総数 

エリア別の空き家数の変化状況は、まちなかは、ほぼ変化がないものの、公共交通沿線エリア

の 29％増を筆頭に、その他市街地が 23％、郊外・中山間地が 21％増となっています（図 16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ エリア別空き家数の変移 

 

また、エリア別の空き家の密度について比較すると、その他市街地に比べ、まちなかは約 2.0

倍、公共交通沿線は約 1.4 倍になっており、居住誘導区域内の空き家が、住環境に大きく影響す

る恐れがあります（図 17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図１７ １㎢あたりのエリア別空き家件数 

※算出にあたり面積は可住地面積としている 

 

２ １ ％２ ３ ％

２ ９ ％

２％増 

約 1.4 倍 

約 2.0 倍 
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エ）エリア別空き家の利活用状況 

    エリア別の空き家の経年による状況変化は、「まちなかエリア」では除去や再利用などの利活

用の割合が高く、「郊外・中山間地域」での利活用割合は最も低くなっています（図 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１８ 空き家と空き家でなくなったものの割合 

資料：「富山市空き家実態把握調査」（富山市） 

 

    また、利活用の状況は、「まちなかエリア」では空き家を除去したうえで跡地を活用する割合が

高く、「郊外・中山間地域」では、既存施設を活かした利用の割合が高くなっています（図 19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１９ 利活用された空き家の利用状況の内訳 

資料：「富山市空き家実態把握調査」（富山市） 

 

 

 

まちなかエリアは利活用率が高い 

除却 

改修利用 
既存利用 
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さらに空き家除却後の跡地利用の件数割合をみると、空き家除却後の跡地活用の内容は、 「ま

ちなかエリア」では、戸建て住宅のほか共同住宅や倉庫、車庫類、有料駐車場など、多種に渡り

利用されています。 

また、「公共交通沿線エリア」、「その他市街地」では、戸建てや集合など、住宅への利用が約半

数を占めています。 

一方、「郊外・中山間地域」では、除却された跡地の６割以上が更地のままとなっています   

（図 20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２０ 空き家除却後の跡地利用の内訳 

資料：「富山市空き家実態把握調査」（富山市） 
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オ）建築年の区分による空き家の状況 

    建築年代による空き家の状況は、令和 2 年度の調査では旧耐震基準の空き家が全体の 81.6％を

占めています。 

また、平成 27 年度の調査で判明した空き家が令和 2 年度の調査時点までに利活用された空き

家の状況は、新耐震基準の空き家の利活用割合が 51.3％であるのに対し、旧耐震基準の空き家の

利活用割合は 37.8％と低くなっており、建築年代が古くなるに従い、利活用の割合が低くなる傾

向があります（図 21）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                図 16 建築年代別の空き家件数 

 

図２１ 建築年代別の空き家件数 

※建築年が把握できる空き家のみを抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧耐震基準の空き家は

空き家件数全体の 

81.6％を占める 

新耐震基準 旧耐震基準 
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⑤富山市所有者意向調査について 

「富山市所有者意向調査」では、「富山市空家基礎調査」で把握された、空き家と見られる家屋

5,736 件のうち、登記簿情報がなく所有者が不明であるもの、相続放棄されたと思われるもの、不

動産業者が所有しているものなどを除いた 4,849 件を対象とし、書面による郵送調査を実施しまし

た。「富山市所有者意向調査」の結果、送付数 4,849 件のうち 2,758 件から回答が得られましたが、

うち既に売却や譲渡・解体されたもの、人が住んでいると回答されたものを除いた 2,179 件を対象

とし、本市の空き家の現状について分析を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２２ 「富山市所有者意向調査」における分析対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《富山市所有者意向調査》 

・調査対象：4,849 件 

・回 答 数：2,758 件 

 

 

・有効回答：2,179 件 

→所有者意向調査の分析対象 

《富山市空家基礎調査》 

 ・空き家と見られる家屋:5,736 件 

空き家と見られる 5,736 件

のうち所有者が判明しない 

ものなどを除外 

回答のあった2,758件のうち

「既に譲渡・解体した」 

「人が住んでいる」と 

回答されたものなどを除外 
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ア）現在の利活用状況 

現在空き家となっている家屋の利活用状況については、「賃貸用である」、「売却用である」、「取

り壊す予定である」、「特に何もせず、予定もない」、「その他」といった、日常的に利活用されて

いないものが 1,206 件と半数を超えています（55.3％）（図 23）。このうち、利活用方法の定まっ

ていない「特に何もせず、予定もない」は 563 件（25.8%）となっています。なお、「その他」に

ついては「検討中（決まっていない）」、「将来住む予定である」などの回答が見られました。 

 

  

図２３ 空き家の現状（単数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

 

日常的に利活用されていない空き家の建築時期については、「昭和 46～55 年」が 28.2%と最も

多く、次いで「昭和 36～45 年」が 24.8%となっており、昭和 36～55 年の 20 年間に建てられたも

のが約半数を占めています（図 24）。また、日常的に利活用されていない状態にある空き家のう

ち、新耐震基準の施行（昭和 56 年 6 月 1 日）より前に建てられたものが 77.6%を占めています。 

  
       図２４ 日常的に利活用されていない空き家の建築時期別の割合（単数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

11.9%

12.7%

24.8%

28.2%

11.9%

2.0%

2.0%

0.8%

0.4%

0.2%

5.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

昭和25年以前

昭和26～35年

昭和36～45年

昭和46～55年

昭和56～平成2年

平成3～7年

平成8～12年

平成13～17年

平成18～22年

平成23年以降

無回答

（n=2,179） 

日常的に利活用 

されていない 

（1,206 件） 

（n=1,206） 

新耐震基準 
施行より 
前に建築 
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日常的に利活用されていない空き家について、その理由としては「どうしてよいかわからない

ので放置している」が 26.5%と最も多く、次いで「売却したいが売れないから」が 26.1%、「将

来的に使うもしくは売却の予定（可能性）があるから」が 25.3%でした（図 25）。 

 

 
図２５ 空き家が日常的に利用されていない理由（複数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26.5%

26.1%

25.3%

21.5%

19.3%

12.0%

10.4%

8.0%

7.0%

2.7%

14.4%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40%

どうしてよいかわからないので放置している

売却したいが売れないから

（買い手がつかない、条件に合わないなど）

将来的に使うもしくは売却の予定（可能性）があるから

解体費用が捻出できないから

解体すると税金が上がるから

解体を決めている（予定している）から

修理やリフォームの費用が捻出できないから

借り手が見つからないから

意見がまとまらないため放置している

親等の住んでいた人が生存中は残しておきたいから

その他の理由

無回答 （n=1,206） 
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日常的に利活用されていない空き家のうち、「賃貸用である」、「売却用である」といった用途

が定まらず、「取り壊す予定である」、「特に何もせず、予定もない」という状態にある空き家に

ついて、日常的に利活用がされていない理由を分析すると、図 26 のようになっています。 

「取り壊す予定である」と回答した空き家については、「解体を決めている（予定している）

から」が 51.8%となっていますが、一方で「解体費用が捻出できないから」が 32.6%となって

おり、解体したいと思っていても、費用の問題から解体できずにいるというケースがあること

がうかがえます。 

また、「特に何もせず、予定もない」と回答した空き家については、「どうしてよいかわからな

いので放置している」というものが最も多く、41.9%となっています。 

 

図２６ 空き家が日常的に利用されていない理由 

（複数回答、「取り壊す予定である」・「特に何もせず、予定もない」空き家） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 
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51.8%

11.0%
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13.8%

25.2%

6.9%

1.4%

2.8%

17.9%

7.3%

12.1%

23.6%

3.4%

27.4%

9.1%

41.9%

19.4%

14.2%

3.6%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80%

売却したいが売れないから

借り手が見つからないから

修理やリフォームの費用が捻出できないから

解体費用が捻出できないから

解体を決めている（予定している）から

将来的に使うもしくは売却の予定（可能性）があるから

意見がまとまらないため放置している

どうしてよいかわからないので放置している

解体すると税金が上がるから

その他の理由

親等の住んでいた人が生存中は残しておきたいから

無回答

取り壊す予定である（ｎ=218）

特に何もせず、予定もない（ｎ=563）



- 24 - 

 

イ）空き家となっている家屋の今後の利活用意向 

日常的に利活用されていない空き家の、今後の利活用意向については、利活用への前向きな回

答が半数以上となっています（図 27）。 

 

  
図２７ 「日常的に利活用されていない空き家」の今後の利活用意向（単数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

 

 

日常的に利活用されていない空き家の、利活用に関する困りごとについては「借り手や買い手

がなかなか見つからない」が 22.1%と最も多く、次いで「解体したいが資金難」が 21.6%、「仏

壇や家財等の処分が難しい」が 21.2%となっています（図 28）。 

  

図２８ 「日常的に利活用されていない空き家」の利活用に関する困りごと（複数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

 

 

22.1%

21.6%

21.2%

14.2%

12.7%

10.3%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40%

借り手や買い手がなかなか見つからない

解体したいが資金難

仏壇や家財等の処分が難しい

利活用したいがどこに相談してよいかわからない

利活用について特に困っていることはない

修理やリフォームをしたいが資金難

相続の問題で利活用が難しい（合意形成がとれない）

利活用への 

前向きな回答 

56.1％ 

（n=1,206） 

（n=1,206） 



- 25 - 

13.9%

19.1%

30.7%

22.2%

4.7%

20.5%

13.1%

5.1%

25.8%

9.3%

21.8%

4.9%

5.6%

12.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

修理やリフォームをしたいが資金難

解体したいが資金難

借り手や買い手がなかなか見つからない

仏壇や家財等の処分が難しい

相続の問題で利活用が難しい（合意形成がとれない）

利活用したいがどこに相談してよいかわからない

利活用について特に困っていることはない

利活用意向あり（n=677）
利活用意向なし（n=450）

 

日常的に利活用されていない空き家のうち、今後利活用したいという意向のある空き家では、

利活用に関する困りごとについて、「借り手や買い手がなかなか見つからない」が 30.7%と最

も多く、次いで「仏壇や家財等の処分が難しい」が 22.2%、「利活用したいがどこに相談してよ

いかわからない」が 20.5%となっています（図 29）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２９ 「日常的に利活用されていない空き家」の利活用に関する困りごと 

（複数回答、利活用意向の有無別） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 
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16.7%

78.6%

73.1%

74.8%

76.4%

78.1%

76.0%

68.9%

30.5%

33.3%

10.7%

14.4%

10.3%

12.2%

11.0%

11.2%

16.2%

41.2%

16.7% 16.7%

13.2%

16.7%

3.6%

7.7%

8.1%

7.0%

4.4%

6.0%

6.6%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30歳未満（n=6）

30～39歳（n=28）

40～49歳（n=104）

50～59歳（n=369）

60～64歳（n=343）

65～69歳（n=453）

70～74歳（n=233）

75～79歳（n=167）

80歳以上（n=403）

所有者自らが管理している

物件の近隣に住む家族や親族が管理している

物件の近隣に住む友人や知人が管理している

不動産業者・管理専門業者、警備会社などが管理している

その他の者が管理している

誰も管理していない

無回答

ウ）空き家の維持管理状況 

空き家となっている家屋の主な管理者については、「所有者自らが管理している」が 65.8%と

なっています（図 30）。 

 

図３０ 空き家の主な管理者（単数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

空き家の主な管理者について、年齢別の回答を見ると、30～70 代の所有者では「所有者自らが

管理している」の割合が 7～8 割となっていますが、80 歳以上の所有者では、「所有者自らが管理

している」の割合は低く、家族などが主な管理者となっている空き家の割合が高くなっています

（図 31）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 図３１ 空き家の主な管理者（単数回答、所有者の年齢別） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

（n=2,179） 
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空き家の主な管理者について、所有者の自宅から空き家までの所要時間別の回答を見ると、「所

有者自らが管理している」の割合は所要時間が長いほど低くなり、一方で「誰も管理していない」

の割合は所要時間が長いほど高くなっています（図 32）。 

 

図３２ 空き家の主な管理者（単数回答、空き家までの所要時間別） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

 

空き家の管理の頻度については、空き家から自宅までの所要時間が長いほど頻度が低くなり、

所要時間が 2 時間 30 分以上の所有者では、管理の頻度が「年に 1～数回程度」との回答が 4 分

の 1 を超えています（図 33）。 

 

図３３ 空き家の管理の頻度（単数回答、空き家までの所要時間別） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 
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15～30分未満（n=394）

30分～1時間未満
（n=373）

1時間～2時間30分未満
（n=156）

2時間30分～5時間未満
（n=283）

5時間以上（n=197）

所有者自らが管理している

物件の近隣に住む家族や親族が管理している

物件の近隣に住む友人や知人が管理している

不動産業者・管理専門業者、警備会社などが管理している

その他の者が管理している

誰も管理していない

無回答

36.6%

28.7%

19.1%

10.0%

36.8%

45.8%

50.4%

47.1%

32.1%

29.6%

12.6%

17.7%

18.8%

27.1%

33.7%

31.5%

4.8%

6.4%

7.9%

14.3%

26.1%

26.5%

7.4%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

15分未満（n=541）

15～30分未満（n=373）

30分～1時間未満
（n=341）

1時間～2時間30分未満
（n=140）

2時間30分～5時間未満
（n=249）

5時間以上（n=162）

週に1～数回程度 月に1～数回程度 半年に1～数回程度

年に1～数回程度 その他 無回答
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エ）空き家の維持管理に関する困りごと 

空き家の維持管理に関する困りごととしては、「不審者による不法侵入・放火等が心配」が

30.2%と最も多くなっています（図 34）。 

 
 図３４ 空き家の維持管理に関する困りごと（複数回答） 

資料：「富山市所有者意向調査」（富山市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.2%

21.0%

19.4%

17.9%

13.8%

13.0%

3.8%

3.1%

21.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

不審者による不法侵入・放火等が心配

建物や塀が崩壊しないか心配

遠方に住んでおり、維持管理が難しい

費用の問題で、維持管理が難しい

高齢や病気などで、維持管理が難しい

忙しくて、維持管理が難しい

近隣から苦情がある

維持管理を誰かに頼みたいが、

誰に頼んだらよいかわからない

維持・管理について特に困っていることはない
（n=2,179） 
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⑥市民アンケート調査について 

令和３年に一般市民を対象にしたアンケートを行いました。これは、市民の中から 3,000 人を無

作為に抽出し、郵送によりアンケートを依頼したところ、39.2％に当たる 1,175 人から回答が得ら

れました。 

 

ア）自己・家族所有の空き家 

「ある」が 9.4％と約１割程度の人が自己・家族所有の空き家を持っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               図３５ 自己所有の空き家の有無 

                          資料：「富山市住生活基本計画」（富山市） 

 

イ）空き家の今後５年間の活用 

売買、賃貸などを予定している方が合わせて 51.3％ありましたが、活用の予定がない方も

45.0％ありました。空き家の今後について多くの方が未定であることがわかりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

図３６ 空き家の今後５年間の活用 

                              資料：「富山市住生活基本計画」（富山市） 
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ウ）将来、自己・家族所有の家で空き家になりそうな家について 

現在、自己・家族所有の空き家が「ない」・「わからない」と回答した人のうち、将来、自己・

家族所有の家で空き家になりそうな家があると答えた人は 23.0％となっており、将来的に空き家

になる「潜在空き家」が約 2 割以上あります。 

また空き家になった場合の活用については、売却などを予定している方は 53.1％にとどまり、

予定のない方が半数近くありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        図３７ 将来、自己・家族所有の家で空き家になりそうな家について 

                              資料：「富山市住生活基本計画」（富山市） 

     

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               図３８ 空き家になった場合の活用 

                              資料：「富山市住生活基本計画」（富山市） 
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（４）空き家対策に関する課題の整理 

本市の空き家を取り巻く現状から、空き家対策に関する今後の課題ついて、以下のように整理しま

す。 
 

【空き家数の増加に関する課題】 

 ・「住宅・土地統計調査」によれば、本市の空き家総数は平成 20 年から平成 25 年にかけてやや少

なくなったものの、平成 30 年には増加に転じています。中でも賃貸用や売却用ではなく、別荘

や倉庫などとしても利活用されていない空き家は 10,630 戸であり、増加傾向にあります。 

 

・本市が実施した「富山市空き家実態把握調査」においても、空き家数が増加傾向にありますが、

地域によって増加状況等が異なることからまちづくりの施策を踏まえた対策の検討が必要です。 

 

・今後も人口・世帯の減少や高齢化の進行に伴い、空き家が増加することが予想されます。 

 

・空き家総数の増加とともに、適正に維持管理されない空き家も増加するおそれがあることから、

空き家に起因する問題の予防や解決に取り組んでいくことが重要であると考えます。 
 
【空き家の利活用に関する課題】 

 ・日常的に利活用されていない空き家において、半数以上の所有者が空き家の利活用に前向きな意

向を持っていることが確認されました。一方で、「売り手や買い手が見つからない」といった住宅

の流通に関する問題や、家財の処分や解体・リフォーム資金の問題、あるいは「利活用の方法や

相談先がわからない」といった問題を抱えている空き家所有者も見られました。このような問題

を解決するため、空き家所有者への情報提供や相談への対応、専門家による助言などの支援が重

要であると考えます。 

 

・日常的に利活用されていない空き家については、建築時期の古いものが多いことが把握されてい

ます。空き家の流通や利活用を促進するため、耐震診断やリフォームなど空き家の状態改善に関

する支援や、専門家による助言や相談対応などの支援を行っていくことが重要であると考えます。 

 

・人口や世帯の減少に伴い、住宅需要が減少し、住宅としての用途だけではすべての空き家を利活

用することができない場合があると考えられます。このことから、空き家を有効に活用する場合

も、空き家の所在地や敷地形状などの地域特性やそれに応じたニーズを把握、考慮するとともに、

空き家を住宅以外の用途として活用することも検討する必要があると考えます。 
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【空き家の維持管理に関する課題】 

・空き家となっている家屋の所有者が遠方に住んでいる、あるいは高齢や病気であるなどの理由 

から、十分な管理が行えていないケースがあることが把握されています。所有者自身だけでは空

き家の維持管理が難しい場合においても、地域や事業者などの助力を得ることにより、空き家の

適正な維持管理を行うことができると考えられることから、空き家の維持管理に関するサービス

の情報提供や、町内会などと連携した空き家の見守り体制の構築など、日常的な管理の必要性の

啓発に取り組むことが重要であると考えます。 

 

・市民アンケートによれば、現在空き家を持っていない市民の約 2 割が将来空き家の所有者となる

可能性があるにも関わらず、その約半数は利活用について未定となっています。活用予定のない

空き家は、管理することに疲弊し、次第に十分な管理がされなくなる恐れが生じることから、利

活用や適正な管理について、空き家所有者のみならず広く意識啓発することが必要となります。 

 

・これまでの空き家に関する調査等で管理状況が良好でない空き家が確認されています。周囲に悪

影響を及ぼしている空き家については、家屋の状態や周辺環境などの状況を踏まえて判断し、必

要な場合には空家特措法上の「特定空家等」と認定し、措置を行っていく必要があると考えます。

特に、所有者が自ら状態改善に取り組むことが困難な場合には、状況の改善を図るための対応方

法について検討が必要となります。 
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（５）空き家に関するこれまでの取組 

富山市空家等対策計画を策定するまでの取組 

本市では空き家に対する施策として、これまでに「空き家・老朽家屋に係るワンストップ対応マ

ニュアル」の作成、「富山市空き家情報バンク」の運用などを行ってきました。 

 

表２ 本市でこれまでに実施した、空き家に対する施策 

事業名 
開始 

年度 
概要 

空き家・老朽家屋に係る 

ワンストップ対応マニュ

アル 

平成 22 年度 ・空き家や老朽家屋に関する、様々な問題（家屋の腐朽・破

損、倒壊の危険、周囲の住環境への悪影響など）につい

て、問題の種類ごとに市の相談窓口（担当課）を明確化

し、関係各課が連絡を密にして相談対応に当たるためのマ

ニュアルを作成。 

富山市空き家情報バンク 平成 25 年度 ・市内の空き家の売却や賃貸を希望する所有者から寄せられ

た情報を、市ホームページで公開することにより、空き家

の利用を希望する方へ情報提供するシステム。 

・市内の空き家の有効活用を通し、まちなか居住推進、公共

交通沿線居住推進、ＵＪＩターンによる定住促進と地域の

活性化を図ることが目的。 
 

また、「富山市まちなか住宅取得支援事業」、「富山市まちなか住宅家賃助成事業」、「富山市公共交

通沿線住宅取得支援事業」、「富山市まちなかリフォーム補助事業」、「高齢者の持家活用による住み

替え支援事業」など、まちづくりに関する取組の中で、空き家の利活用に関連する事業を実施して

います。 

表３ 本市でこれまでに実施した、空き家に関連する施策 

事業名 開始年度 概要 

富山市まちなか住宅取得 

支援事業 

平成 17 年度 ・「都心地区（まちなか）」において一戸建て住宅を新築・

購入する方、又は中古住宅を購入する方、及び分譲型共同

住宅を購入する方に対し、一定水準以上の条件を満たす場

合において、住宅取得費用の補助を行う。  
※補助額：金融機関からの借入額の 3% 補助限度額：50 万円／戸 

富山市まちなか住宅家賃 

助成事業 

平成 17 年度 ・「都心地区（まちなか）」以外から「都心地区（まちな

か）」の民間賃貸住宅へ転入又は転居する世帯に、家賃助

成を行う。  
※補助限度額：1 万円／月 

富山市公共交通沿線住宅 

取得支援事業 

平成 19 年度 ・「公共交通沿線居住推進補助対象地区」において一戸建て

住宅を新築・購入する方、又は中古住宅を購入する方、及

び分譲型共同住宅を購入し居住する方に対し、一定水準以

上の条件を満たす場合において、住宅取得費用の補助を行

う。  
※補助額：金融機関からの借入額の 3%。補助限度額：30 万円／戸 

富山市まちなかリフォー

ム補助事業 

平成 23 年度 ・「都心地区（まちなか）」で取得した空き家住宅のリフォ

ーム、「都心地区（まちなか）」の自宅で世帯員増加に対

応するためのリフォームに対し補助を行う。  
※補助額：住宅リフォーム工事費の 10%。補助限度額：30 万円／戸 
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事業名 開始年度 概要 

高齢者の持家活用による 

住み替え支援事業 

平成 24 年度 ・「都心地区（まちなか）」又は「公共交通沿線居住推進地

区」の自宅を賃貸し、「都心地区（まちなか）」へ転居す

る高齢者に対し不動産仲介手数料及び賃貸物件のリフォー

ム費用に補助を行う。また、その賃貸住宅に入居する者へ

家賃補助を行う。  
※補助額： 

①仲介手数料：家賃１か月分相当 
②住宅リフォーム工事費： 
補助限度額 6 万円／戸 

③家賃：補助限度額 1 万円／月 

高齢者サロン設置事業 平成 26 年度 ・空き家を利活用し、概ね 60 歳以上の住民が集い、憩いのひ

とときを過ごすコミュニティサロンを地域の団体が設置・

運営する事業を支援する。 
※支援対象：設置、運営に係る経費 
※補助限度額：1 地区あたり設置費上限 20 万円、 

運営費上限 36 万円（月額 3 万円） 

コミュニティガーデン事

業補助金 

平成 24 年度 ・町内会などの団体が主体となって、民有地である空き地を

所有者の了解を得て庭園や農園として再生し、地域活動な

どに活用する場合、新たに庭園・農園などを整備する費用

の助成を行う。  
※対象区域：都心地区及び公共交通沿線居住推進地区 
※補助限度額：１団体１回限り、50 万円 
※空き家の解体処分や除草などの環境整備を主たる目的とした事業

は対象としない。 
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3．空き家対策施策 

（１）空き家対策の基本目標 

 

多様な主体と連携した取組による、安全・安心で魅力ある住環境の実現 

 

今後、人口・世帯の減少や少子高齢化の進行により、本市においても空き家が増加することが予想

されます。空き家数の増加に伴い、適正に管理されない空き家の増加も懸念されることから、空き家

対策に取り組んでいくことは、安全・安心なまちづくりのために重要であると考えられます。 

また、空き家の維持管理については、第一義的には所有者に責任があることから、空き家に起因す

る問題の予防や解決のためには所有者の意識の涵養が重要です。 

一方で、空き家に関する問題を「一戸の建物の問題」として扱うのではなく、まちづくりの観点か

ら「地域の抱える問題の一つ」と捉え、事業者や法務関係者、NPO、町内会など、地域の多様な主体

との連携を図りながら、空き家に起因する問題の発生の予防や解決、利活用の促進に努めていくこと

も必要です。なお、本市の市域は広く、「都心地区」や中山間地域など多様な地域が含まれており、空

き家の利活用の促進に当たっては、このような地域特性や、それぞれの地域が抱える課題などを踏ま

えて施策の方向性を検討することが重要です。 

本市では「いつまでも住み続けたいまち 富山」という「富山市住生活基本計画」の基本理念に基

づき、快適な住環境の実現に向けたまちづくりを推進していますが、この理念の実現に向けた取組の

一環として、空き家の適正な維持管理や利活用の促進など、総合的な空き家対策を推進します。 
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（２）空き家対策の基本方針 

空き家に関する調査などから把握された課題を踏まえ、本市では、以下の６つの空き家対策の基本

方針を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３９ 本計画の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空き家の利活用に関する課題 

・利活用されない空き家の増加 

・地域のまちづくりへの影響 

・空き家に起因する問題の予防や 

解決 

 

・空き家所有者が抱える様々な問題 

・空き家の流通 

・地域特性に応じた活用 

・住宅以外の用途としての活用 

①空き家に関する実態把握 

⑥空き家に関する相談体制の整備 

②空き家化の予防 

④空き家の利活用の促進 

③空き家の適正な維持管理の促進 

⑤問題のある空き家への対応 

《 基本方針 》 《 課題 》 

空き家数の増加に関する課題 

空き家の維持管理に関する課題 

・十分な管理がされていない空き家 

・潜在空き家への対応 

・周辺環境へ悪影響を及ぼす空き家 

 への対応 
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①空き家に関する実態把握 

空き家対策を効果的に実施していくため、市内の空き家に関する実態を把握し、データベースを

整備します。本計画の策定に当たって実施した調査の結果を基にデータベースを構築し、今後は本

市による実態調査のほか、空き家の近隣住民や町内会等を通じて情報収集を行い、適宜情報の更新

を行います。 

 

②空き家化の予防 

所有する家屋が空き家になる前から、将来のあり方（使い方）を考え、相続や適正な維持管理、

利活用のための準備が行われるよう、家屋の所有者に対して意識の啓発、醸成を図ります。 

耐震改修やリフォームなど、家屋の状態改善を図ることによって長く人が住み続けることができ

るようにする取組の支援を行います。 

    

③空き家の適正な維持管理の促進 

維持管理のポイントや、空き家を放置することによって生じる問題などについての情報発信を行

い、適正な維持管理が行われるよう、所有者に対して意識の啓発、醸成を図ります。また、所有者

と行政、民間事業者や地域が連携し、空き家に関する情報収集や問題の早期解決のための助言、相

談などを行うことのできる体制の整備に取り組みます。 

 

④空き家の利活用の促進 

空き家を中古住宅として流通させることや、空き家を改修して、地域の課題解決のために有効活

用するなど、空き家の利活用に向けた取組を促進します。 

空き家の利活用に当たり、「まちなか」や「公共交通沿線居住推進地区」においては、本市の取り

組む「コンパクトなまちづくり」の推進、郊外や中山間地域では、地域の活性化やコミュニティの

醸成につながる取組、また地域の特性を踏まえ、特に空き家等の活用が必要と認められる区域を「空

家等活用促進区域」に指定するなど、支援施策の検討を行います。 

空き家所有者等に対して、空き家等の管理又は活用方法に関する情報の提供や相談、空き家等の

適切な管理又は活用を図るために必要な援助を行えるよう、「空家等管理活用支援法人」の指定に

ついて検討を行います。 

 

⑤問題のある空き家への対応 

周囲に悪影響を及ぼしている空き家や、今後悪影響を及ぼす可能性のある空き家については、市

民の安心・安全な暮らしを守る観点から、問題の解決を図る必要があります。 

本市では、このような問題のある空き家について、所有者への働きかけ、「空家特措法」に基づく

「特定空家等」や「管理不全空家等」としての認定・措置、老朽危険空き家等に対する除却支援や

各種の財産管理制度を活用するなど、問題解決のための対応を図ります。 

 

⑥空き家に関する相談体制の整備 

空き家の維持管理や利活用などに関する市民からの相談や苦情に対応し、様々な問題の解決を支

援するため、総合相談窓口の設置など、外部の専門家や民間事業者等との連携による相談体制を整

備します。 
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（３）空き家対策施策 

本市では、基本目標のもと、以下のように空き家対策施策に取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４０ 本市の空き家対策施策の体系 

外部の専門家などとの連携による相談体制の整備 

⑥空き家に関する相談体制の整備 相談体制の整備（総合相談窓口の設置） 

安全代行措置、緊急代執行による問題の解消 

空き家の除却に関する対応策 

中古住宅の流通促進 

⑤問題のある空き家への対応 

④空き家の利活用の促進 地域特性に応じた空き家の利活用の促進 

地域の課題解決に向けた空き家の利活用の促進 

苦情が寄せられた空き家の所有者に対する連絡・助言 

②空き家化の予防 

地域との連携による空き家の維持管理への機運の醸成 

民間事業者、NPO などとの連携による維持管理の取組促進 

所有者の責務についての意識の醸成 

「特定空家等」「管理不全空家等」の認定、措置 

空き家所有者への情報提供 

家屋の長寿命化の促進 

住民からの通報・苦情の受付体制の整備 

①空き家に関する実態把握 

《施策の方向性》 

空き家情報データベースの整備と有効活用 

③空き家の適正な維持管理の促進 
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①空き家に関する実態把握 

空き家対策を講ずるためには、前提として空き家の数や家屋の状態、維持管理状況など、地域の

空き家の実態を把握することが必要です。本市では、これまでに「富山市空家基礎調査」（平成 27

年度）、「富山市所有者意向調査」（平成 28 年度）「富山市空き家実態把握調査」（令和 2 年度）を実

施し、市内の空き家に関する実態把握に努めてきました。今後は、これまでに取得した情報を基に

空き家に関するデータベースを整備し、空き家対策に活用していきます。 

 

施策の方向性 施策の内容 

空き家情報データベースの

整備と有効活用 

 

・GIS と連動した情報基盤の整備 

「富山市空家基礎調査」などの結果に基づき、GIS と連動したデ

ータベースを作成し、空き家に関する情報基盤の充実を図ります。

また、空き家に関する実態調査の継続的な実施や、町内会との連携

などにより必要な情報を随時取得し、情報の更新に努めます。 

 

・データベースの効果的な活用 

所有者に対する情報提供や意識啓発、連絡などを効果的に実施す

るため、空き家情報に関するデータベースを有効活用します。 
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②空き家化の予防 

現在人が住んでいる家屋であっても、将来的に空き家となり、その後適切に管理されないと周囲

に悪影響を及ぼす可能性があるため、空き家対策においては「空き家の発生を予防する」という視

点も重要です。 

今後、人口減少や高齢化の進行などによって空き家の増加が見込まれる中、現在人が住んでいる

家屋を空き家化させない、または空き家となった後も適正な維持管理や利活用が行われるようにす

るための取組を促進します。 

 

施策の方向性 施策の内容 

所有者の責務についての意

識の醸成 

 

・チラシ、パンフレットなどによる情報提供 

家屋の維持管理に関する責務や放置することで生じる問題、及び

中古住宅としての流通や利活用に関するチラシやパンフレットなど

を作成し、情報提供を行うとともに、所有者の責務についての意識醸

成を図ります。また、将来的に管理されない空き家とならないよう居

住者やその家族などへの啓発に努めます。 

 

・セミナーやシンポジウムの開催 

住宅の所有者に対し、空き家によって生じる問題、空き家の適切な

維持管理や利活用の方法などに関する啓発を行うため、セミナーや

シンポジウムを開催します。 

 

家屋の長寿命化の促進 ・耐震改修費用、リフォーム費用の助成 

現在居住者のいる家屋が空き家となることを防いだり、長期間空

き家の状態が続くことを防いだりするためには、家屋の耐震改修や

リフォームなどにより状態の改善を図り、長く住み続けることがで

きるようにすることも効果的であると考えられます。このことから、

耐震改修やリフォーム費用の助成など、家屋の長寿命化に関する取

組の支援を行います。 
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③空き家の適正な維持管理の促進 

現状においては維持管理上の問題が生じていない空き家について、今後もその状態を悪化させな

いことが重要です。空き家が適正に維持管理されないまま放置され、周囲の生活環境に悪影響を及

ぼすことを防ぐため、空き家の維持管理に関する問題を早期に発見し、問題の解消や、問題を深刻

化させないための取組が求められます。 

 

施策の方向性 施策の内容 

空き家所有者への情報提供 

 

・チラシ、パンフレットなどによる情報提供 

空き家の維持管理に関するチラシやパンフレットなどを作成し、 

空き家によって生じる問題や適正な維持管理のポイント、空き家の 

維持管理を支援するサービス、行政による支援施策などに関する情 

報提供を行います。 
 

地域との連携による空き家

の維持管理への機運の醸成 

・町内会との連携体制の構築に向けた、市民の意識啓発 

空き家対策について地域の協力を得るためには、地域の住民に対 

して空き家問題に関する意識啓発を行い、地域ぐるみで空き家対策 

に取り組んでいく機運を醸成していくことが重要です。本市では、  

地域と連携して空き家の見守りなどを行う体制づくりを推進するた

め、地域住民に対する出前講座の開催やパンフレットの配布などを 

通じ、市民の意識啓発に取り組みます。 

 

・町内会からの情報に基づく対応 

町内会などを通じて市内の空き家に関する情報を収集し、空き家 

に関する問題の早期発見・早期対応に努めます。地域からの情報提  

供に基づき、空き家の所有者に対して市から適正な維持管理につい 

ての助言や情報提供などを行い、地域に存在する空き家の状態悪化 

防止を図ります。 
 

民間事業者、NPO などとの

連携による空き家の維持管

理の取組促進 

・民間事業者や NPO などと連携した相談体制の整備 

空き家の維持管理について、事業者（不動産業者など）、法務関係者

や NPO などと連携した相談会の開催など、空き家の所有者からの相談

対応に当たるための体制を整備します（詳細については後述、p49 参

照）。 

 

・空き家の維持管理に関する支援サービスの周知 

民間事業者や NPO などが提供する、空き家の維持管理を支援す  

るサービスについて、「どのようなサービスがあり、どのような事業者

が提供しているのか」といった情報の整理・周知を行い、サービスの利

用促進を通じて空き家の維持管理に関する問題の解消を図ります。 
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④空き家の利活用の促進 

現状において維持管理に問題のない空き家について、「利活用したい」という意向を持っている

所有者に対し、空き家の利活用を促進するための支援を行います。 

また、空き家を地域の資源と捉え、観光資源としての利活用のほか、高齢者の介護、子育てなど

の地域課題への対応、あるいは地域における活動拠点の創出のためなど、住宅以外の用途として空

き家を利活用することも考えられます。このように多様な方向での空き家の利活用を考える主体

（所有者及び地域の事業者や NPO、空家等管理活用支援法人など）に対し、利活用に関する支援に

ついての検討を行います。 

 

施策の方向性 施策の内容 

中古住宅の流通促進 

 

・空き家バンクの整備・改善 

「富山市空き家情報バンク」の内容充実や使いやすさの向上、情報

発信の強化による認知度の向上などにより、空き家の中古住宅とし

ての流通促進を図ります。 

 

・民間事業者や NPO などと連携した相談体制の整備 

空き家を中古住宅として流通させたいという空き家所有者からの

相談に対応するため、不動産業者などの民間事業者や NPO、空家等

管理活用支援法人などの専門的な知識や経験を有する主体と連携し

た相談体制の整備を推進します（詳細については後述、p49 参照）。 

 

・耐震診断や耐震改修の促進 

日常的な利活用がなされていない空き家については、建築時期の

古いものが多いことから、耐震診断や耐震改修に対する支援などを

実施し、空き家の状態改善に資する取組を促進します。 

 

・住宅取得希望者への情報提供 

中古住宅の流通促進を図るため、耐震診断や建物検査に関する情

報提供とともに、中古住宅の取得やリフォームに対する支援を行い

ます。 
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施策の方向性 施策の内容 

地域特性に応じた空き家の

利活用の促進 

・公共交通の便利な地域における空き家の利活用の促進 

「都心地区」などの公共交通が便利な地域において、住宅の取得やリ

フォームに関する費用の助成など、地域内の空き家の利活用を促進する

ための支援を行います。 

 

・地域特性に応じた利活用の促進 

空き家を観光資源として利活用するなど、地域振興や活性化につなが

る取組の支援や、モデル事業を実施することにより、空き家の利活用の

促進を図ります 

 

・中山間地域などにおける空き家の利活用の促進 

中山間地域などにおいて、NPO などの活動や、地域おこし協力隊な

どの事業との連携を図りながら、田舎暮らしの希望者などのニーズに応

える取組を促進します。 

 

・立地状況に応じた利活用の促進 

 まちづくりの上で重要な地域を空家等活用促進区域として定め、経済

的社会的活動を促進するための支援を検討します。 

地域の課題解決に向けた空

き家の利活用の促進 

・地域の課題解決に向けた空き家の利活用に対する支援の実施 

高齢者の介護、子育てなどの地域課題の解決、あるいは地域における

活動拠点の創出のために、空き家を利活用または除却後に跡地を活用す

る事業に対し、情報提供や助言などを行うとともに、支援を行います。 

 

・空き家の利活用に関する、潜在的なニーズの発掘 

空き家の利活用方策について、市民に対する意識の啓発、また空き家

の利活用のポイントなどの情報提供を行い、潜在的な利活用ニーズの発

掘や空き家の利活用促進を図ります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空き家利活用のためのモデル事業         空き家再生等推進事業（利活用） 
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⑤問題のある空き家への対応 

現状において周囲に悪影響を及ぼしている、または今後悪影響を及ぼす可能性のある空き家につ

いて、維持管理状況の改善や問題解消のための支援を行います。 

空き家に起因する問題に関する近隣住民などからの苦情や相談に対応するための体制を整備し、

住民や通行者などの安全・安心の確保に努めます。 

 

施策の方向性 施策の内容 

住民からの通報・苦情の受付

体制の整備 

 

・総合相談窓口の設置 

近隣住民からの空き家に関する情報提供や空き家に起因する問題

に関する苦情について、連絡を受け付け、担当部署や専門家などの協

力を得て問題を解決する仕組みの構築を図ります。 
 
 

苦情が寄せられた空き家の

所有者に対する連絡・助言 

・データベースを活用した、所有者への連絡・助言 

近隣住民から苦情のあった空き家の所有者に対し、「富山市空家基

礎調査」、「富山市所有者意向調査」などの調査結果や町内会から提

供された情報などに基づき整備を進めている空き家情報データベー

スを活用し、所有者への連絡や助言などを行い、適正な維持管理の促

進や問題解決を図ります。 
 
 

空き家の除却等に関する対

応策 

・空き家の除却や跡地の活用の促進 

著しく老朽化した周辺に悪影響を及ぼすおそれのある危険な空き

家について、除却支援を行うとともに、その跡地を地域の活性化に寄

与する方向で利活用するなど、地域全体の課題解決につながる取組を

推進します。 

空き家の所有者が不明・不在である場合には不在者財産管理制度、

相続財産清算制度、所有者不明建物管理制度、所有者がいるものの適

正な管理が期待できない場合には、管理不全土地建物管理制度を活用

し、周辺地域への悪影響を未然に防止するよう努めます。 

 

「特定空家等」、「管理不全

空家等」の認定・措置 

・「特定空家等」「管理不全空家等」への助言・指導、勧告 

適正な維持管理がなされず、建築物が著しく保安上危険となるおそ

れがある場合や、周辺の生活環境の保全を図るために放置することが

不適切である場合などについては、必要に応じて空家特措法に基づき

対象家屋を「特定空家等」と認定し、助言・指導、勧告などの対応を

行います。 

適切な管理が行われず、そのまま放置すれば「特定空家等」に該当

するおそれのある空き家については、空家特措法に基づき「管理不全

空家等」と認定し、助言・指導、勧告の対応を行います。 
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安全代行措置、緊急代執行措

置による問題の解消 

・安全代行措置による管理不全な状態の解消 

周囲に悪影響を及ぼしている空き家の問題解消のため、状態が悪

く、かつ所有者自身では状態の改善が難しい「特定空家等」について

は、所有者の申し出や同意により、安全代行措置により状況の改善を

図ります。 

・空家特措法に基づく緊急代執行による著しく危険な状態の解消 

災害その他の非常時に、「特定空家等」が保安上著しく危険な状態

にある場合ついて、緊急に命令等の事前手続きを経ることなく除却等

の代執行を行い、周辺の生活環境の保全を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「安全代行措置」について 

 「安全代行措置」とは、「特定空家等」の所有者等から、やむを得ない事情により管理不全な状態

を解消することができないとの申出があったときに、市が所有者等に代わって管理不全な状態を回避

するために執る措置のことです。 
なおこの場合において、当該安全代行措置に係る費用は、所有者等の負担となります。 



- 46 - 

◆「特定空家等」の認定、措置について 

「特定空家等」の認定は、客観性や公平性の観点などから慎重に行う必要があるため、国のガ

イドラインを基本として、「富山市空家等対策推進協議会※」の意見を参考にして決定します。ま

た、「特定空家等」の所有者に対し、行政処分である除却などの命令を行う場合においても、客観

的な判断の参考とするため、「富山市空家等対策推進協議会」に意見聴取を行います。 

※空家等対策計画に関する事項や、特定空家等の認定などを行う機関 

（空家特措法第２条第２項に定める「特定空家等」の状態） 
 

（イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

（ロ）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

（ハ）適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

（ニ）その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

（国土交通省『特定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）より） 

 

◆「管理不全空家等」の認定、措置について 

    「管理不全空家等」の認定は、国のガイドラインを基本として、所有者等による管理の状況の

みならず、空家等の状態や周辺環境に及ぼす影響の程度等を踏まえて決定します。 

    （空家特措法第１３条第１項に定める「管理不全空家等」の状態） 

     空家等が適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば「特定空家

等」に該当することとなるおそれのある状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４１ 特定空家等・管理不全空家等        図４２ 特定空家等・管理不全空家等 

    の認定手順                   への措置の手順 

 

共同住宅（アパート、マンションなど）や長屋で、建物の一部が使用されている場合には、 

空家特措法の対象とならないため、「特定空家等」として認定、措置を行うことはできません。 

・管理不全な空き家への 

対策が必要と判断 

・状態の改善なし 

現地調査（外観） 

所有者等の特定 

空き家の把握 

立入調査 

 

認定候補の特定 

 

助言又は指導 

特定空家等の認定解除 

略式代執行 

特定空家等の認定 

 

所有者等への通知 

 

行政代執行 
富山市空家等対策 

推進協議会による協議 

勧 告 

 

命 令 

特定空家等の認定 

所有者等が不明の場合 

は立入調査へ進む 

 ・正当な理由なく、 

措置がなされない 

・措置が履行されない 

・履行しても十分でない 

・履行しても期限までに 

完了する見込がない 

所
有
者
等
が
不
明

適
切
な
措
置
が
実
施
さ
れ
、
状
態
改
善
を
確
認 

富山市空家等対策 

推進協議会による協議 

富山市空家等対策 

推進協議会による協議 

管理不全空家等の認定 

管理不全空家等の認定 

助言又は指導 

勧 告 
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敷地内及び建物内に資源ゴミ等が散乱し、

ゴミの集積が要因となって小学校の通学路に

面する外壁の一部が崩壊した。 

管理者による自主解決がなされず、ゴミの

散乱や外壁に穴があいた状態をこのまま放置

することは、周辺住民の安全面で多大な問題

があった。 

 

◆特定空家等の例                
 

豪雪地の温泉街にある元旅館で、雪の重

みで木造部分の屋根の一部が崩落した。 

放置された状態が継続し、①倒壊により

隣家に影響が及ぶ可能性がある、②景観を

乱し、観光に影響がある、③住民や観光客

への通行の危険などの問題があった。 

 

居住者死亡後に空き家となり管理不全状

態が継続し、建物東側の外壁の傾斜や樹木

の道路のはみ出し、ゴミの不法投棄・異臭

などがあった。 

このまま放置すると建物が倒壊すること

は不可避で、保安上第三者への危害が及ぶ

こと、不法投棄されたゴミへの放火及び衛

生面の問題など、周辺への影響が極めて高

い状態であった。 

 

出典：国土交通省ホームページ 「地方公共団体の空き家対策の取組事例」 
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⑥空き家に関する相談体制の整備 

空き家の維持管理や利活用、問題のある空き家への対策などを効果的に進めていくためには、所

有者や市民が相談や情報提供をしやすい体制を整えることが重要であると考えられます。 

そのため、本市では空き家対策の基盤として、相談体制の整備を推進します。 
 

ア）相談体制の整備 
 

施策の方向性 施策の内容 

相談体制の整備 

 

・総合相談窓口の設置 

空き家の所有者等の相談への対応を円滑・効果的に実施するため、相

談等をワンストップで受付け伴走しながら支援する総合相談窓口を設

置し、市民などが相談をしやすい体制づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図４３ 空き家に関する総合相談窓口のイメージ 

 

 

 

 

 

相談

総 合 相 談 窓 口  
（活力都市創造部居住政策課から委託された事業者） 

 

困り事や悩み事 

問題解決に向けた支援 
・マッチング 
・アドバイス 
・業者との仲介 etc. 

利活用に関すること 相続に関すること 登記に関すること 解体に関すること 

維持管理に関する
こと 売却に関すること 

リフォームに関す

ること 賃貸に関すること 

空 き 家 の 所 有 者 ・ 管 理 者 等  
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イ）外部の専門家などとの連携による相談体制の整備 

施策の方向性 施策の内容 

外部の専門家などとの連携

による相談体制の整備 

 

・外部と連携した相談体制の整備、官民連絡会議の設置 

空き家の所有者などが抱える多様な悩みを解決するためには、個々

の相談内容に応じて、専門的な知識や経験を有する主体が相談への対

応を行うことが効果的であると考えられます。一方、「富山市所有者

意向調査」の結果からは、「どこに相談してよいかわからない」とい

う回答も見られたことから、適切な相談対応が行えるよう、多様な主

体が連携した相談体制を整備することが重要であると考えます。 

本市では、法務、不動産、建築、解体などの外部専門家との連携に

よる地域に出向いての相談会の開催など、市だけでは対応が難しい課

題にも助言や提案を行うことができる相談体制の整備に努めます。 

また、空き家対策の推進に当たり、市と民間事業者などの主体が協

働で事業を行う場として「富山市空き家対策官民連絡会議」を設置し、

単独の主体では対応が難しい相談については、このような場も活用し

ながら、問題の解決を図ります。 
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4．空き家対策の実施体制 

本市では、空き家に関する多種多様な問題に対応するための体制整備の一環として、本市と法務関

係者や不動産業者などで構成される「富山市空き家対策官民連絡会議」を設置し、外部の事業者、NPO、

法務関係者などとの連携により空き家対策を効果的に進め、空き家等の管理又は活用に係る専門的知

見等を活かした相談対応、普及啓発等を行うことが期待される空家等管理活用支援法人の指定等につ

いて検討を行います。 

 

  【「富山市空き家対策官民連絡会議」の役割】 

市と多様な主体が連携して空き家対策を推進するための、「協働で事業を行う場」として、 

本市における空き家対策に関する取組を活性化させる役割を担っています。 

・ホームページやパンフレットなどによる、相続手続きや空き家の維持管理、利活用など 

に関する総合的な情報提供 

・合同相談会の開催などによる、ワンストップの相談対応 

・富山市の実施する空き家対策施策への専門的な立場からの助言、協力 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４４ 空き家対策の実施体制のイメージ 

 

 

空家等管理活用支援法人 

地域（町内会等） 

空き家所有者 

情報提供 

苦情・相談 

対応など 

空き家対策への協力

情報提供 

 

連携して空き家対策施策を推進 

空き家の見守り 

維持管理など 

意識啓発 
情報提供 
相談対応 
助言・指導など 

相談対応 

支援サービス

の提供など 

 
富山市空き家対策官民連絡会議 

富山市 

庁内連携 

富山市空家等 
対策推進協議会 

総合相談窓口 

関連事業者等 

法務関係者 

事業者 

ＮＰＯなど 
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5．空き家対策の成果指標 

 空家等対策計画で示した方針に基づき、着実な空き家対策の推進が図られるよう計画改定後の取組

について以下のとおり計画期間内の指標を設定します。 

 

取組指標一覧 

指標 得られる効果（基本方針） 目標値 

（令和６年度～８年

度） 

補助支援による空き家の

利活用件数（改修、除却） 

 

④空き家の利活用の促進 各年 4 件 

計 12 件 

空き家情報バンク 

新規登録物件数 

 

④空き家の利活用の促進 各年１５件 

計４５件 

官民連携による無料相談

及び総合相談窓口来訪件

数 

 

③空き家の適正な維持管理の促進 

⑤問題のある空き家への対応 

⑥空き家に関する相談体制の整備 

各年 100 件 

計 300 件 

代執行・除却補助・財産管

理人制度等、市の取組に

より問題解消した空き家

件数 

⑤問題のある空き家への対応 各年６件 

計１８件 

空き家所有者等への適正

管理についての情報提供

回数 

③空き家の適正な維持管理の促進 

⑤問題のある空き家への対応 

各年 240 件 

計 720 件 
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